
物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由（企画競争又は
公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｒ４単価契約大宮国道
不動産鑑定評価業務
（その１）

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
大宮国道事務所長
阿部　俊彦
埼玉県さいたま市北
区吉野町１－４３５

令和4年4月7日

神奈川鑑定
神奈川県横浜市戸塚
区上矢部町２８４－
８　ユードリーム横
濱戸塚４１１号

-

　本業務は、大宮国道事務所が用地
買収等を行うために必要となる東京
都練馬区、埼玉県さいたま市、上尾
市、桶川市、鴻巣市、北本市、本庄
市、春日部市、児玉郡上里町及び群
馬県高崎市内（主に住宅地域、商業
地域、宅地見込地地域及び農地地
域）における標準地等の鑑定評価及
び鑑定評価書（意見書等を含む。）
の作成並びにこれらに付随する諸業
務を実施するものである。
　本業務を遂行するためには、高度
で高い信頼性を必要とすることか
ら、「地価公示標準地又は地価調査
基準地の評価等に関する実績」、
「鑑定評価実績」、「業務実施方
針」、「ワーク・ライフ・バランス
等の推進に関する指標」などを含め
た提案を求め、公平性、透明性及び
客観性が確保される企画競争により
選定を行った。
　神奈川鑑定は、企画提案書におい
て総合的に他社より優位な提案を
行った業者であり、当該業務を実施
するのに適切と認められたため、上
記業者と契約を行うものである。
（根拠法令）
会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第3
号

非公表
177,100円
（基準単価） -

単価契約

予定調達総額
7,081,800円

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由（企画競争又は
公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｒ４単価契約大宮国道
不動産鑑定評価業務
（その２）

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
大宮国道事務所長
阿部　俊彦
埼玉県さいたま市北
区吉野町１－４３５

令和4年4月7日

片岡不動産鑑定士事務
所
東京都板橋区成増1-
30-10-907

-

本業務は、大宮国道事務所が用地買
収等を行うために必要となる東京都
練馬区、埼玉県さいたま市、上尾
市、桶川市、鴻巣市、北本市、本庄
市、春日部市、児玉郡上里町及び群
馬県高崎市内（主に住宅地域、商業
地域、宅地見込地地域及び農地地
域）における標準地等の鑑定評価及
び鑑定評価書（意見書等を含む。）
の作成並びにこれらに付随する諸業
務を実施するものである。
　本業務を遂行するためには、高度
で高い信頼性を必要とすることか
ら、「地価公示標準地又は地価調査
基準地の評価等に関する実績」、
「鑑定評価実績」、「業務実施方
針」、「ワーク・ライフ・バランス
等の推進に関する指標」などを含め
た提案を求め、公平性、透明性及び
客観性が確保される企画競争により
選定を行った。
　片岡不動山鑑定士事務所は、企画
提案書において総合的に他社より優
位な提案を行った業者であり、当該
業務を実施するのに適切と認められ
たため、上記業者と契約を行うもの
である。
（根拠法令）
会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第3
号

非公表
177,100円
（基準単価） -

単価契約

予定調達総額
6,993,800円

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由（企画競争又は
公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｒ４大宮国道管内注意
喚起情報等新聞広告掲
載業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
大宮国道事務所長
阿部　俊彦
埼玉県さいたま市北
区吉野町１－４３５

令和4年5月11日
株式会社埼玉新聞社
埼玉県さいたま市北区
吉野町2-282-3

8030001003009

　本業務は、大宮国道事務所管内に
おいて、注意喚起情報等について新
聞に掲載を行い、地域住民や道路利
用者への情報提供を行うものであ
る。
　本業務を遂行するためには、高度
な企画力を必要とすることから、業
務実施方針及び手法、特定テーマに
対する提案などを含めた企画提案を
求め、企画競争により選定を行っ
た。
　株式会社埼玉新聞社は、企画提案
書を踏まえ、当該業務を実施するの
に適切と認められたため、上記業者
と契約を行うものである。
（根拠法令）
会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第3
号

非公表
12,749,000
円 -

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由（企画競争又は
公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｒ４大宮国道テレビ広
報業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
大宮国道事務所長
阿部　俊彦
埼玉県さいたま市北
区吉野町１－４３５

令和4年7月28日

株式会社電通東日本
第２ビジネスプロ
デュース局　さいた
ま支社
埼玉県さいたま市大
宮区桜木町１－７－
５

1010401050996

　本業務は、大宮国道事務所が実施
する道路事業の取り組みや道路利用
者の利便性に関わる情報を、埼玉県
民あるいは埼玉県内の道路利用者へ
広く情報提供を行うため、映像を制
作しテレビ放送を行うものである。
　本業務を遂行するためには、高度
な企画立案を必要とすることから、
業務実施方針及び手法、特定テーマ
に対する提案などを含めた企画提案
を求め、企画競争により選定を行っ
た。
　株式会社電通東日本は、企画提案
書を踏まえ、当該業務を実施するの
に適切と認められたため、上記業者
と契約を行うものである。
（根拠法令）
会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第3
号

非公表 4,899,400円 -

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由（企画競争又は
公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｒ４大宮国道１７号広
報検討等業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
大宮国道事務所長
阿部　俊彦
埼玉県さいたま市北
区吉野町１－４３５

令和4年9月15日

株式会社ＭＢＣプロ
デュース
東京都中央区新川２－
１－４　プルーナビル２
階

6010001081314

　本業務は、現在事業中の国道１７
号新大宮上尾道路、上尾道路Ⅱ期の
必要性を訴求するため、広聴・広報
手法の検討を行うとともに、決定し
た広聴手法により、沿線地域の企業
や物流等各種団体等の道路利用者へ
広聴を行うとともに、広報ツール
（冊子等）制作を行うものである。
　本業務を遂行するためには、高度
な企画立案を必要とすることから、
業務実施方針及び手法、特定テーマ
に対する提案などを含めた企画提案
を求め、企画競争により選定を行っ
た。
　株式会社ＭＢＣプロデュースは、
企画提案書を踏まえ、当該業務を実
施するのに適切と認められたため、
上記業者と契約を行うものである。
（根拠法令）
会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第3
号

非公表
11,946,000
円 -

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由（企画競争又は
公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備　　考

Ｒ４大宮国道管内式典
支援業務

分任支出負担行為担
当官関東地方整備局
大宮国道事務所長
阿部　俊彦
埼玉県さいたま市北
区吉野町１－４３５

令和4年9月15日
株式会社マルト
福岡県福岡市早良区小
田部２－８－１６

5290001005758

　本業務は、大宮国道事務所管内に
おける、一般国道１７号本庄道路神
流川橋開通に伴う、開通式典等のイ
ベントに関する企画・運営及び広報
を行うものである。
　本業務を遂行するためには、高度
な企画立案を必要とすることから、
業務実施方針及び手法、特定テーマ
に対する提案などを含めた企画提案
を求め、企画競争により選定を行っ
た。
　株式会社マルトは、企画提案書を
踏まえ、当該業務を実施するのに適
切と認められたため、上記業者と契
約を行うものである。
（根拠法令）
会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第3
号

非公表 6,600,000円 -

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）


